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第３章 設計用せん断力分布 

3.1 はじめに 

 高層建築物の耐震設計において、損傷を評価する尺度として最大応答変位に注

目し、これを適切に推定する事は重要であり、第２章では1質点系において非線形

変位応答が平滑化した弾性応答スペクトル値を超えない条件を示した。高層建物

のように周期の長い建物においては、特定層に変形集中を生じない限り常にこの

条件を満足し、大地震時を想定したときは、部材の靭性が許す限り、耐力の大小

は変形のクライテリアに影響しないことを示している。耐力の設定は、中小地震

時の使用限界に対するクライテリアや、大地震時に部材の応答を許容塑性率以内

に納めるために重要となる。高層建物の耐震性の評価は最終的には基礎を含めた

詳細モデルにより検討されることが望ましいが、建物の予備設計を行なう段階で、

変形量や塑性率などが所定の耐震性能を有するようにするために必要な耐力が、

容易に設定できれば、合理化された設計が可能となる。 

 最近では、変形量に基礎をおいた設計法の提案1)や、剛性を考慮にいれた変形に

関する耐震設計指標の提案2)がなされるようになってきている。これらは1質点系

に対する検討結果に基づいている。多質点系の建物、特に梁と最下層の柱脚のみ

に塑性ヒンジを許容し、中間層の柱にはヒンジが生じない全体降伏形となるよう

に設計された建物にも、等価1質点系の考えを導入してこの結果を用いている。一

方、高層建物の耐震指標として用いられる層間変形に対しては、各層の層間変形

の最大値が、高次モードの影響で同一の時刻に生じないことがあり、高次モード

の影響を適切に考慮した方法でないと、応答値を推定することはできない。また、

変形集中の起こるような建物では、層間変形を簡易な手法で推定することは難し

い。梁降伏型の全体崩壊形にすることで変形集中を起こさないような設計とした

場合でも、高層部で設計で想定した層間変形以上の変形集中を起こした例3)が報告

されている。このような変形集中は高さ方向に適切な耐力分布を与えることによ

り回避できると考えられる。 

 耐力分布は、ベースシアー係数と高さ方向の分布形とで定まる。ここでは、高

層鉄筋コンクリート構造物が所定の塑性率等の耐震性能を持つために必要なベー
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スシアー係数と高さ方向の耐力分布について、主に変形制御の観点より検討を加

えたものである。 

 全体降伏形となるように設計された建物では、1次モードが支配的であるとの認

識により、等価1質点の結果を用いて、耐震設計のクライテリアを満足するような

設計用せん断力係数が設定できる4)。ところが、高層鉄筋コンクリート建物におい

ては、弾性モードを用い各次の減衰を一定とした加速度応答スペクトルによるモ

ードせん断力からSRSSによって求めた1層のせん断力は、使用した応答スペクト

ルがRt曲線5)のような平滑なものであっても2次モードの寄与が大きい6)。したがっ

て、設計用ベースシアー係数にはこれを考慮する必要がある。構造物の弾性応答

を想定した場合にはSRSS等を用いたモード合成により直接ベースシアーを求めら

れるが、概略検討時には弾塑性応答を考慮した上で、より簡易に求められる方が

良い。ここではまず、高層鉄筋コンクリートラーメン構造を対象に、2次モードの

影響を考慮した弾性ベースシアー係数を加速度応答スペクトルより設定する手法

の検討を行ない、大地震時に設計で想定した耐震性能を得るのに必要なベースシ

アー係数の算定法を示す。 

 次に、高さ方向の耐力分布について検討を行う。地震時において、特定の層へ

の変形の集中を避けるために、高さ方向の耐力分布は応答時の動的特性を適切に

表現でき、しかも、設計の初期の段階で容易に設定できるものである必要がある。

設計の初期段階で建物の弾性剛性を推定することは簡易である。第４章において

詳細を示すが、純ラーメン構造においては曲げ剛性を単に柱の断面積と中心から

の距離の2乗の積の和で、せん断剛性をD値法7)を用いて求めることもできる。こ

の弾性剛性を用いて地震時の弾塑性挙動が推定できるならば非常に有用といえる。 

 現在、高層鉄筋コンクリート造の最終的な耐震性の評価は、フレーム型の解析

モデルを用い、瞬間剛性比例型の減衰を仮定した地震応答解析により行われてい

る8)。ここでの目的は、このような地震応答解析を行ったときに、建物の層間変形

や、部材塑性率等の耐震性能目標が設計で想定する条件を満足し、変形集中が生

じないような層の高さ方向の耐力分布を求めようとするものである。 
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3.2 弾性ベースシアー 

3.2.1 加速度応答スペクトル 

 ベースシヤー係数を定めるために最も基本となるのは加速度応答スペクトルの

設定である。太田他9)は、各種地盤別の平均加速度応答スペクトルを示し、軟弱地

盤、すなわちせん断波速度Vsの小さいものほど、加速度一定領域の周期が長くま

た絶対値も大きいことを示している。最近では、震源モデルを用いて建設サイト

においてそれぞれの加速度応答スペクトルを求める手法が提案されている10)。ま

た、建設サイトでの地震活動度、工学基盤における地震動特性、表層地盤の増幅

特性等を考慮して設計用応答スペクトルを定める手法が提案されている11)。 

 現在高層鉄筋コンクリート建物の多くは、2段階のレベル（最大速度振幅がレベ

ルⅠで25cm/sec、レベルⅡで50cm/sec)の地震動を入力した時に所定の耐震性能を得

るように設計されている12)。ここでは建物の耐力設定を対象として、レベルⅡに

対応する入力地震動の最大速度振幅を50cm/secとした時の設計用応答スペクトルを

定める。 

 応答スペクトルが加速度スペクトル一定領域と、速度スペクトル一定領域とで

表せるとして、速度応答スペクトルSvを、特性周期Tcで折れ曲がるバイリニアー

型とし、その最大値をNewmark の提案13)により入力地震動の最大速度振幅の定数

倍、2%減衰の平均応答スペクトルに対して2.03倍(Sv≒100cm/sec)、平均＋1σ(σ:標

準偏差)に対して2.92倍(Sv≒150cm/sec)とした2種類を求める。加速度応答スペクト

ルSa、変位応答スペクトルSdは擬似スペクトルとして次式で与える。 

      2π/T･Sd  =  Sv  =  T/2π･Sa  ----------------------------------------------- (3.1) 

(3.1)式により求めた重力の単位での加速度応答スペクトルは、平均応答スペクト

ルが Sa=0.64/T、平均＋1σの応答スペクトルが Sa=0.96/Tとなる。これらと、設計

でよく用いられる地震動16波12)の2％減衰時の平均加速度応答スペクトルを重力の

単位で比較したものが図-3.1(a)である。固有周期が1秒付近で実際の地震動の方が

大きい。1.5～3秒間ではよく対応している。3秒以上では、地震動記録のほとんど

が応答スペクトルの変位一定領域に入っているので小さな値となっている。ここ

で用いた既往の地震動記録は海外の記録が多く、関東地方のような厚い堆積層地
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盤では、震源の性質の相違もあり、このやや長周期と呼ばれる周期域においては、

応答スペクトル値がこれら既往の地震動記録に比べ大きくなるといわれている10)。

したがって、設計用応答スペクトルとしては、安全側として、この領域を変位一

定領域とせず、速度一定領域のままとする。 

 高層鉄筋コンクリート建物の設計用加速度スペクトルとしては、安全側の値と

して、設計によく用いられる地震動の弾性応答スペクトルの応答の85%がこれ以

下に収まると考えられる平均＋1σスペクトル、すなわちNewmarkの平均＋1σスペ

クトルである Sa=0.96/T を用いればよいと考えられる。 

 このように加速度応答スペクトルを定めると、短周期の領域では双曲線的に加

速度応答スペクトルが大きくなる。しかし、実際の地震動では短周期領域で頭打

ちとなる。特に、減衰がある程度大きいと加速度一定領域とみなしてよく、加速

度応答スペクトルを一定値とすることができる。実際の建物の地震応答解析で用

いられる剛性比例型の減衰では、高次の減衰は振動数に比例した形となり、高次

モードほど大きな減衰となる。本論で対象とする建物では、2次モードより高次の

固有周期は1秒より短くなる。そこでここでは単純化のため、1秒以下のある周期

Tcより短周期側を加速度一定とした応答スペクトルを用いるものとする。このこ

とは、この応答スペクトルを用いたSRSSにおいて、結果的に高次モードの減衰を

大きく見積もっていることになる。Tcが変わっても速度一定領域での加速度応答

スペクトルは変化しない。Tcが小さくなるほど最大加速度応答値が大きくなる。 

 同図中には比較のため、現行の耐震設計法5)において標準せん断力係数を1.0と

したときの第2種地盤のベースシヤースペクトルも示す。1秒以上の領域では本論

で用いる加速度応答スペクトルと同様な値となっている。 

 図-3.1(b)は、本論で設定した設計用応答スペクトルと最新の知見により表層地

盤の影響も加味して提案された設計用応答スペクトル11)を速度応答スペクトルで

比較したものである。文献11)では、最強の地震動に対して代表的な2地点(第2種地

盤、第3種地盤)の地表面での5%減衰の応答スペクトルが示されているので、同文

献の減衰補正式により2%減衰の応答スペクトルを求めた。本論で設定した応答ス
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ペクトルは、第2種地盤の表層の速度応答スペクトルと比較すると2秒以下の周期

で低めになっている。特に1秒以下で第2種地盤波が大きくなっている。この領域

は高次モードの領域であり、応答では減衰が大きくとられることになるので応答

値に与える影響は少ないものと考える。第3種地盤の表層の速度応答スペクトルと

比較すると全体的に小さい。第3種地盤において、1層床で基礎固定モデルとする

ならば、設計用応答スペクトルとしては本論で設定したものより1.5倍程度大きい

応答スペクトルとする必要がある。 

 ここで設定した応答スペクトルは2%減衰のものである。現状の鉄筋コンクリー

ト構造物地震応答解析ではトリリニアーの復元力を持つモデルを用いて3%の瞬間

剛性比例型の減衰を用いたものがほとんどである。本論で対象としている応答の

レベルにおいてはかなりの剛性低下をするため、弾性周期に対する減衰はその剛

性の低下にともなって小さくなる。トリリニアーモデルを等価なバイリニアーモ

デルへ置換するには、図-3.2に示したようにバイリニアーモデルの初期剛性をエネ

ルギーが等価となるようなKeとするのが合理的であると考えられる。層レベルで

考えた時に、Kyは後述するように0.3～0.5Ki程度の値であり、この時にはKeは0.6Ki

程度となる。減衰はこの剛性低下に見合う値として3%×0.6=1.8%≒2%としたもの

と考えられ、本論で設定した応答スペクトルに対応する。 
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図-3.1 本論で設定した応答スペクトル 
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図-3.2 等価バイリニアーモデル 
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3.2.2 試設計された建物のモードせん断力 

 表-3.1、図-3.3に示した実際に試設計された3種類の鉄筋コンクリート純ラーメ

ン建物14),15),16)の弾性の各次モードせん断力を検討する。21、35層の建物は、現行

の耐震設計法5)に準じたベースシアー係数と弾性モード剛性によるSRSSで求めた

せん断力分布形に対して設計されたものである。60層の建物は、現行の耐震設計

法に準じたベースシアー係数とAi分布せん断力に対して設計されたものである。

建物はすべて純ラーメン構造で、梁降伏型の全体降伏形となるように設計されて

いる。この建物の弾性固有周期と設計時の目標降伏耐力を表-3.1中に示す。 

 Tc=1.0secとした加速度応答スペクトルを用い、各次の減衰を同じとし弾性剛性

モードによる1次から5次までのモードせん断力をSRSSで合成して求めた層せん断

力の各次の寄与率を示したものが図-3.4である。ここで、寄与率は各次のせん断

力を2乗した値を、1次から5次までのせん断力の2乗和で除して求めたものである。

ベースシアーは、21層建物では1次がほとんどであるが、35層、60層と高層になる

につれ1次の寄与率が下がり、2次の寄与率が増大している。1次のみのせん断力が

全せん断力に占める割合いは、この寄与率の平方根となるので、60層建物では、1

次モードせん断力のみをベースシアーと考えたのでは、全せん断力の8割以下しか

考慮していないことになる。 

 ここで得られた結果は、弾性応答に対するものである。弾塑性応答時でも変形

集中を起こさないように設計された建物の応答時の平均的なモードは 3.5.2で示す

が、弾性モードとそれほど変わらない。また、応答時の平均的な周期である等価

周期も、各次の周期が弾性時に対しほぼ同程度で伸びている17)ので、弾塑性応答

時においても同様であるといえる。実際の弾塑性地震応答では、地震動の種類に

よって高次モードの寄与が異なるが、表-3.1に示した60層建物の地震応答解析の

層せん断力の時刻歴より平均的な各次のモードを抽出した結果においても、ベー

スシアーに高次モードの寄与が大きいことが示されている18)。 
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 表-3.1 建物の弾性固有周期 

建物 高さ maxFc 周期 (秒) 目標降伏

 (m) (kgf/cm2)  1 次  2 次  3 次  耐力(CB)

21 層 61.25 420  0.99  0.37  0.22  0.30 

35 層 100.6 420  1.59  0.54  0.30  0.18 

60 層 175.6 990  4.01  1.30  0.71  0.06 

 

 21層建物 60層建物35層建物

175,600 m

61,250 m

maxFc=420kgf/cm

100,600 m

maxFc=420kgf/cm

maxFc = 990kgf/cm

2

2

2

 

図-3.3 検討の対象とした建物 
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図-3.4 弾性剛性によるSRSSで求めた各次せん断力の全せん断力への寄与率 
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3.2.3 簡略化したモード形とせん断力 

 ここでは、2次モードせん断力のベースシアーへの寄与を一般的に検討するため

鉄筋コンクリート建物を対象として検討を行なう。建物をモデル化するにあたり、

これまで設計されたコンクリート系高層建物(鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コン

クリート造)19)の高さと周期の関係を図-3.5に示す。ここには、耐震壁を含む建物

も含まれている。これよりコンクリート系建物の固有周期は、弾性1次固有周期Ti 

= 0.02･h sec (h:ｍ単位での建物軒高さ) 、2次はその1/3と仮定できる。 

 固有モードは、最も単純なものとして1次は1次式、2次は2次式とする。この時、

2次モードのモード形は表-3.1に示した3種類の建物の2次モード形を、高さ方向に

無次元化し、最小2乗法により求め簡易な形とする。さらに、質量分布と階高が各

層で同じと仮定すると、層数を n としたときの k 層のモード形は、 

 1次モード {uk} = 






 k

n   ..................................................................... (3.2) 

 2次モード {uk} = 






-4 





 k

n  + 26
5  





 k

n 
2
   ................................... (3.3) 

i次モードの刺激係数 iβは各層の質量をmとすると、iβ = 
{iu}T[m]{1}

{iu}T[m]{iu}
 で与え

られるので、 

 1次モード 1β = 3n
2n+1  ...................................................................... (3.4) 

 2次モード 2β = 25n2(4n-13)
2(64n3+71n2+169n-169)

  ...................................... (3.5) 

(3.2),(3.3)式のモード形とこの刺激係数を乗じた刺激関数を図-3.3に示した3種の建

物について、精算値と比較して示したものが図-3.6である。両者はおおむね良い

対応を示している。 

i次モードによる1階のせん断力はi次の加速度応答スペクトルを Sa(ti) とすると  

 iQ1 = ∑
k=1

n
mk・Sa(ti)･iβ･iuk  ............................................................... (3.6) 

全質量 nm = W とすると、各次の1階せん断力は次式で与えられる。 

 1次モード 1 1 1
3 1

2 2 1
Q W Sa t n

n
= ⋅ +

+
( ) ( )

( )
   ................................................. (3.7) 
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 2次モード 2 1 2

2

3 2
5 4 13 1

6 64 71 169 169
Q W Sa t n n

n n n
= ⋅ − +

+ + −
( ) ( ) ( )

( )
  ................... (3.8) 

これらの式のうち定数部分以外(有効質量比)をnの関数として示すと、図-3.7に示

すようになる。20層以上では、1次は8割程度、2次は2割程度の値となっている。 

 加速度応答スペクトルを図-3.8(a)のように固有周期1秒で加速度一定領域と速度

一定領域に分れると仮定して1階の弾性層せん断力を1、2次モードのせん断力の

SRSSにより求めると、同図(b)の太実線となる。建物の1次固有周期が加速度スペ

クトル一定領域にある周期1秒以下のときには2次の効果はほとんど無視できる。2

次固有周期が速度スペクトル一定域になる1次固有周期3秒以上のときは、1次モー

ドのみのせん断力ではSRSSせん断力の8割の値である。これは、図-3.4に示した結

果とよく適合している。 
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図-3.5 設計された高層建物(コンクリート系)の周期(1977年以降) 
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図-3.6 精算モードと仮定モードの比較 
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図-3.7 1､2次モードの有効質量の全質量に対する割合 
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        図-3.8 想定した加速度応答スペクトルに対するベースシアー係数 
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3.2.4 弾性ベースシアースペクトル 

 加速度応答スペクトルの与えられた弾性ベースシアースペクトルとしては、以

下のように定められる。まず、加速度一定領域においてはベースシアーは1次の有

効質量に加速度スペクトルを乗じたものに減少するとして、0.8倍したものをベー

スシアー係数スペクトルとする。極めて短周期の領域は、層数が少ないので、1次

の有効質量は全質量に比べてこれほど低下しないが、本論の適用外である。一方、

2次周期が速度一定領域になる周期より長い周期を持つ建物の領域、言い換えれば、

1次固有周期が特性周期Tcの3倍より長い周期では、ベースシアースペクトルは加

速度応答スペクトルと同じとする。その中間点は、低減率を直線補完で求める。

これを図示すると、図-3.9のようになる。 

 第2章で示したように、設計によく用いられる地震動のTcの範囲は、0.29～1.15

秒である。これらの地震動のどれに対しても満足するようなベースシアースペク

トルを定めようとすると、3×Tcの最小値が 0.9秒以下となり、本論で対象とする

高層建物の弾性1次周期より小さな値となる。したがって、簡略化するならば、ベ

ースシアースペクトルとしては加速度応答スペクトルそのものとしてよい。 

本論では加速度応答スペクトルそのものとする。 

 

１次固有周期(sec)

0.2

0.4

0.6

0.8

1

加速度応答スペクトル

ベースシアースペクトル

特性周期 Ｔ1 3*Ｔ1

 

 図-3.9 弾性ベースシアースペクトルの設定 
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3.3 設計用ベースシアー係数 

 3.3.1 必要ベースシアー係数 

 耐震設計において最大応答変位や最大応答塑性率は重要な因子であり、そのた

めに設計の初期において推定が必要となる。3.2.1 のように加速度応答スペクトル

を定め、加速度一定領域と速度一定領域領域の境界の周期をTcとし、3.2.4 のよう

にベースシアースペクトルを加速度応答スペクトルそのものとすると、重力で除

したせん断力係数スペクトルは図-3.10の実線となる。第2章により、周期比

(TR=Ti/Tc)と強度比(SR=Qy/Qe：耐力／弾性応答せん断力)の合計が1以上の領域

(図-3.10の1点鎖線より右側)は弾塑性応答値は弾性応答値を超えず、また履歴特性

によってもほとんど変動しない安定した領域(応答変位一定則)であることがわか

っている。したがって、建物の周期と耐力の組み合わせがこの領域に位置すれば、

最大応答変位は初期周期のみに依存し、塑性率は強度比の逆数として簡単に与え

られることになる。このSR＋TR≧1をTcの値にかかわらず満足する降伏耐力を文

献4)では必要限界耐力と定義した。 

 TR≧1の時はSRの値にかかわらずSR＋TR≧1を満足する。設計に良く用いられる

地震動のTcの範囲は、0.29～1.15秒であるから、本論で対象とする高層鉄筋コンク

リート建物の固有周期は1秒以上でありSR+TR≧1を常に満足すると考えて良い。

この場合には、耐力の値にかかわらず応答変位一定則が成り立つが、第2章の結果

ではSR＜0.1の場合には応答変位一定則を満足していない。そこで、SRの最小限界

値を0.1とすると、応答変位一定則を満足するための必要せん断力係数 reqCB は

次式で与えられる。 

  reqCB ＞0.096/Ti  .................................................................................. (3.9) 
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図-3.10 ベースシアースペクトル 
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3.3.2 設計のクライテリアと設計用ベースシアー係数 

 高層鉄筋コンクリート構造物では、耐震設計のクライテリアとして表-3.2に示

した構造性能目標値を定めた例が多い8)。系の降伏耐力が(3.9)式で与えられる値以

上あれば、最大変位応答は弾性変位応答値を超えず、変形のクライテリアは耐力

に左右されない。また、最大速度振幅50cm/secに基準化した地震動を入力したと

きの最大変位応答値は最大速度振幅25cm/sec入力の2倍となり、表-3.2に示した目

標性能値は層レベルではどちらも同じ条件となる。高層鉄筋コンクリート建物の

層レベルでの塑性率は、その層のどこかの部材が最初に降伏した変形に対して定

義した例8)もあるが、設計例の多くはトリリニアーモデルの第2折れ点に対し定め

ており、本論ではこの第2折れ点を塑性率の起点とする。 

 表-3.2のクライテリアを満足するために必要な耐力は、応答変位一定則と層の

塑性率の条件から求めることができる。バイリニアーで荷重－変形関係が表され

るときに、最大速度振幅50cm/secの地震動を入力して塑性率を2以下にするには、

図-3.11のＡ点以下に変形を押さえることになり、全重量をWとすると必要なベー

スシアーBQyは以下のようになる。 

 BQy ≧ ( 0.48/ Ti)･W  ............................................................................ (3.10) 

高層鉄筋コンクリート建物の層レベルでの塑性率は、第2折れ点に対し定めており、

本論では初期周期として弾性周期を用いている。(3.10)式で定めた耐力を持つトリ

リニアーの系では、そのときの応答値は図-3.11のＢ点であり、第2折れ点に対し

定めた塑性率2の点Cに対し小さな変形になっている。第2折れ点に対する塑性率2

で応答変位一定則を満足するトリリニアーの復元力特性は同図の実線で示され、

D点が塑性率2の点となる。この時の降伏耐力TQy は降伏点剛性低下率をαyとする

と次式で与えられる。 

 TQy ≧  (αy･0.48/ Ti)･W  .................................................................... (3.11) 

 これにより、鉄筋コンクリート建物が所定の耐震性能を得るために必要なベー

スシアーは、建物の剛性低下率が求まれば設定できる。既往の設計例でその荷重-

変形関係が公表されているものから剛性低下率を求めてみると、等価1質点系の例
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では0.37～0.51である14),20),21)。静的増分解析による層レベルでの荷重－変形関係は、

層によって異なるが0.25～0.5の間になっている。梁降伏の全体崩壊型に設計され

た建物の剛性低下率は、梁の剛性低下率によるところが大きい。高層鉄筋コンク

リート造の梁の降伏点剛性低下率は、長方形梁、Ｔ型梁、高強度部材を含めて

0.15～0.40である22)。 

 これより、高層鉄筋コンクリート建物の剛性低下率としては、平均で0.3、上限

として0.5を考えれば良いといえる。安全側の値として上限を用いると、必要耐力

を算定するためのベースシアー係数yCBとして次式を得る。 

 yCB ≧  0.24/ Ti  ................................................................................... (3.12) 

現在設計されている高層鉄筋コンクリート建物の設計用せん断力係数としては1次

設計(許容応力度設計)用のものが文献19)に示されている。現状の設計においては、

一般的に1次設計時の設計用せん断力の1.5倍を降伏耐力の目標値としている。こ

れより、1次設計用せん断力係数priCBは次式により与えられる。 

  priCB ≧  0.16/ Ti  ............................................................................... (3.13) 

現在までに設計された高層のコンクリート系建物の固有周期と1次設計用ベースシ

アー係数の関係を図-3.12に示す。精算による固有周期は、方向によって周期が異

なる場合、両方向の値をプロットしてある。 

 実際に設計された建物はここで提案したベースシヤー係数とほぼ等しいか、や

や大きい。1次固有周期を略算で求めたときには、地域係数の小さな地域に建設さ

れるものを除いて提案値より大きい値である。これらの建物は、本提案に比べ、

剛性低下率が低く、(3.11)式による必要耐力に比べ余裕がある設計となっている。

一方、実際の地震応答解析結果の層レベルでの塑性率は1.0前後であり、目標値で

ある1.5～2.0に比べ余裕がある。これらのことを考慮すると、本提案値を用いるこ

とにより設計で意図した塑性率のクライテリアを満足できると考えられる。 

 建物の耐力が(3.12)式で与えられるとき、建物の各階の重量(w)と階高(ho、単位

m)が等しく、初期周期が0.02･hで与えられるときには、層数をnとするとn=h/hoで

あり1階の必要耐力は次式で与えられる。 

 89



第３章 設計用せん断力分布 

 

 Q = CB･W = 0.24
T ･n･w = 12

ho･w  .......................................................... (3.14) 

 住宅系の一般的な高層鉄筋コンクリート建物として階高を3mとすれば、(3.14)

式は4･wとなり、1階耐力として、建物高さにかかわらず4層分の重量に対応する

耐力があれば良いといえる。 
 

 
 
 
 
 
 

 表-3.2 高層鉄筋コンクリート構造で一般的に使われている耐震判定規準 
 

 入力地震動  塑性率 
設計の の最大速度 層間      
ﾚﾍﾞﾙ (cm/sec) 変形角 層レベル 部材 

Ⅰ ２５ 1／200 1 1 

Ⅱ ５０ 1／100 1.5～２ ２～４ 
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2

  

図-3.11 応答変位一定則における降伏強度－塑性率関係 
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図-3.12 設計された高層建物(コンクリート系)の1次固有周期と 

1次設計用せん断力係数の関係 
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3.4 地震応答解析によるベースシアー係数の検討 

3.4.1 解析概要 

 ここでは、前節で提案したベースシアーを持つ建物が、実際の地震応答におい

て所定の耐震性能を有することを、等価1質点系による応答解析により行ない、

(3.11)式の検証をする。次に、(3.12)式により求めたベースシヤーを持つ建物につ

いて地震応答解析を行い、所定の耐震性能を有することを示す。地震動は設計に

よく用いられる3種類の地震動、El Centro NS、Taft EW、Hachinohe NSを最大速度

振幅50cm/secに規準化して入力する。使用した地震動の速度応答スペクトルを図-

3.13に示す。実地震動は、3秒以上の周期において、設定した設計用スペクトルの

半分程度の値となっている。同図中には、図-3.1(b)に示した第2種地盤の設計用応

答スペクトルを目標スペクトルとしてTaft EWの位相特性を用いて作成した模擬地

震動波形(以下第2種地盤模擬地震動と記す)の応答スペクトルも示した。この地震

動の最大速度振幅は62.4cm/secである。 
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図-3.13 使用した地震動の速度応答スペクトル 

3.4.2 等価1質点系解析 

 ここでは、全体降伏型で設計された建物をトリリニアー型の復元力を持つ等価1

質点系で表わし、地震応答解析を行う。パラメータは、系の初期周期と剛性低下

率αyである。初期周期は高層建物を想定し、1、2、3、4秒の4種類とする。αyは、

0.2から0.5まで0.1刻みで4種類とし、このαyにより(3.11)式を用いて降伏耐力を定

める。第1折れ点耐力は一律に降伏耐力の1/3とし、降伏後の剛性は0と仮定する。

復元力特性は、降伏後の剛性低下率の指数を0.5としたTakedaモデルとし、減衰は

弾性時3％で瞬間剛性に比例するものとする。 

 地震応答解析結果を各周期毎にまとめて図-3.14に示す。初期周期1秒の系で、

剛性低下率をαy=0.2としたときに、塑性率が2をわずかに超えている。初期周期1

秒付近では、使用した地震動の加速度応答スペクトルが設定した加速度応答スペ

クトルより大きいのが主な原因である。αy =0.2という値は、一般的な鉄筋コンク

リート構造を表す復元力としては過小であると考えると、前節で設定した耐力を

有する1質点系で示された鉄筋コンクリート構造建物の地震時の最大塑性率は2以

下となるといえる。また、同じ初期周期を持つ系の最大変位応答は耐力の設定の

違いにあまり敏感でなく、耐力を増すことで変形を押さえることが困難であるこ

とを示している。 

 建物の1次固有周期をTi=0.02･hとし、階高を3.0mとして層数を定め1次モードの

刺激係数を(3.4)式で求めると、各周期を持つ建物の全体変形角がR=1/100になると

き、等価1質点系で示した変形はそれぞれ 34.2、67.1、100.0、133.3cmであり、応

答値はすべてこの値以下となっている。以上により(3.11)式で示した耐力を持つ鉄

筋コンクリート造建物が1質点系で表せるような崩壊機構をとるならば、表-3.2で

想定した耐震判定規準を満足するといえる。 
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図-3.14 1質点系の地震応答解析結果 

 94



第３章 設計用せん断力分布 

3.4.3 フレーム地震応答解析  

 対象とした建物は、表-3.1に示した60層建物を基本とし、スパン、階高を変え

ず、表-3.3に示したコンクリート強度、部材断面としたものである。この建物の1

構面を取り出し、フレーム型の解析モデルを用いて検討する。弾性剛性による各

モデルの固有周期を表-3.3中に示す。フレームの弾性剛性はコンクリート断面の

みを考慮し、梁の曲げ剛性はスラブの効果を考えて2倍とする。せん断剛性は長方

形梁として評価する。接合部はせん断パネルとして評価する。高強度コンクリー

トの弾性係数は文献16)と同じとする。非線形性は曲げモーメント－曲げ変形の関

係のみに考慮し、せん断変形に関する非線形性をこれに含めるものとする。 

 

 

 表-3.3 仮定した建物部材断面 

建物  部材断面(cm) Ｆｃ 固有周期 

層数 階 柱 梁 (kgf/cm2) 次 秒 

 1 85×85 45×90 990 1 3．82 

60 2～20 85×85 45×75 990 2 1．19 

 21～40 80×80 40×75 810 3 0．64 

 41～60 75×75 40×75 630  

 1 85×85 50×90 600 1 2．32 

40 2～20 85×85 50×80 600 2 0．77 

 21～30 80×80 45×75 480 3 0．42 

 31～40 80×80 45×75 360  

 1 85×85 50×90 420 1 1．10 

20 2～10 85×85 45×80 420 2 0．37 

 11～20 80×80 45×75 360 3 0．21 
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 この3種類の建物に対し、ベースシヤー係数を(3.12)式で与え、建物の層の耐力

を定める。各層の必要耐力分布は、加速度応答スペクトルを図-3.6(a)のようにTc

を1秒とし、固有値解析結果を用いてSRSSで求めたせん断力の分布形とする。図-

3.15に各建物の必要耐力分布を示す。 

 梁の節点位置での降伏モーメントは、梁断面配筋を基本的に5層毎に変更するも

のとし、図-3.15に示すように節点振り分けによる層せん断力が必要耐力を上回る

ように設定する。フェイス位置での降伏モーメントは反曲点位置を梁中央として

節点モーメントより求める。クラックモーメントは一律に降伏モーメントの0.25

倍とし、降伏時の剛性低下率は0.2とする。柱の節点での降伏モーメントは、梁降

伏時の節点モーメントの2倍とする。フェイスの降伏モーメントは下層階を除く一

般階では反曲点位置を階中央として節点モーメントより求める。反曲点位置が階

中央に無い下層階では、必要耐力分布に対応した外力が作用した時の弾性応力解

析の結果を参考にして、柱にヒンジができないように定める。1階脚部の降伏モー

メントは、2階の梁降伏時の節点モーメントの2倍とする。柱のクラックモーメン

トは降伏モーメントの0.4倍とし、降伏時の剛性低下率は0.3とする。履歴モデルは

戻り勾配の剛性低下指数を0.4としたトリリニアーのTakedaモデルとする。 
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図-3.15 設定した建物層耐力   
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 設定した部材耐力を持つフレームのベースシヤー耐力を確認するため、必要耐

力分布に対応した外力分布により静的増分解析を行う。図-3.16に各建物の1階せ

ん断力を必要耐力で除した耐力比と最上階変形を建物高さで除した平均変形角の

関係を示す。3種類の建物ともほぼ同様のせん断力－変形関係を示している。この

図で荷重－変形関係上の降伏とみなせる点は、変形角 R=0.6/100、耐力比 Cr=1.05

程度の点であり、ベースシヤー耐力は、必要耐力とほぼ等しくなっている。この

図の縦軸と横軸の比である無次元剛性(Cr/R)は弾性時 450程度であり、降伏時割線

剛性は 175程度である。降伏時の剛性低下率は0.4程度となり、部材の剛性低下率

より大きな値である。 

 

 

平均変形角    (×1/100)

１階の必要耐力との比 
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 図-3.16 設定した建物の1階耐力比－平均変形角関係 
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 地震応答解析はそれぞれの建物に対し3種類の地震動を入力して行う。減衰は弾

性時の1次周期に対し3%とし、瞬間剛性比例型とする。図-3.17に最大層間変形、

図-3.18に最大層塑性率、図-3.19に梁部材の各層での最大塑性率を示す。ここで層

塑性率は、各フレームモデルの静的増分解析を行ない、各層の層せん断力－層間

変形関係を用いて、Appendix Cに示すルールによってトリリニアー化した復元力

特性モデルの第2折れ点に対するものである。 

 いずれの地震動に対しても層間変形は1/100以下に収まり、層・梁塑性率は2.0以

下となっており、表-3.2に示した耐震性能を有しているといえる。60層建物にお

いては、使用した地震動の応答スペクトルが設定した応答スペクトルよりかなり

小さいため、応答値もかなり小さな値となっている。 

 同図中には、模擬地震動である第2種地盤波を用いた応答解析結果も示している。

この地震動の最大速度振幅は62.4cm/secであり、全体的に既往の地震動の応答結果

より大きな値である。特に60層建物においては2倍以上の値となり、設計で目標と

するクライテリアの限界近くの値である。やや長周期領域でフラットで既往の地

震動に比べ大きな速度応答スペクトルを持つ地震動を用い、周期が4秒程度の建物

を設計しようとする場合に、層間変形等の設計のクライテリアを満足させるため

には、耐力分布等を適切に定める必要があることが分る。 

 98



第３章 設計用せん断力分布 

El Centro NS

Taft EW

Hachinohe NS

第２種地盤波

R=1/100

層間変形(cm) 層間変形(cm) 層間変形(cm)

層

0 1 2 3
0

5

10

15

20
層

0 1 2 3
0

10

20

30

40

層

0 1 2 3
0

10

20

30

40

50

60

 
 (a) ２０層建物    (b) ４０層建物    (c) ６０層建物 

図-3.17 最大応答層間変形 
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図-3.18 最大応答層塑性率 
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図-3.19 梁部材の最大塑性率分布 
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